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図 1.15: 2004年 1月から 2019年１月までの割石温泉の湯量変動の観測結果　

観測期間中に国内外の 77個の地震にともなう湯量変動が観測された．その内の国内地震では，気
象庁震度データーベースにおいて，飛騨地方震度 1以上・その周辺地域震度 3以上・国内震度 5弱以
上の地震 881個中，46個で湯量振動または湯量増加を検出した．
図１.15は，2004年 1月から 2019年１月までの湯量変動の観測結果である．この図でMはマグ
ニチュード，D は震源距離，step は湯量増加量を示す．特に，地震にともなう顕著な湯量増加とし
て，12)能登半島沖地震では湯量が 30.2から 64.3(L/min)まで増加した，27)飛騨地震では 27.8か
ら 44.8(L/min)，30) 東北太平洋沖地震では 44.8から 59.5，57) 長野北部地震では 27.2 から 36.6，
65)熊本地震では 25.0から 28.6(L/min)まで増加した．

図 1.16: 2005年 10月から 2018年 12月までの割石温泉の間欠泉の周期変動の観測結果
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図 1.17: 2012年 1月から 2019年 1月までの間欠泉に含まれるガス量に関係したスパイク個数の観測結果．b：
上図の御嶽山噴火の前後 7か月の拡大図で 2014年 6月から 2014年 12月までのスパイク個数の観測結果

割石温泉は，周期約 100 分の間欠泉である．地震発生にともなって湯量が増加して，間欠泉の周
期が減少する．図 1.16 は 2005 年 10 月から 2018 年 12 月までの間欠泉の周期変動を示す．特に，
下記の 2 つの地震では，地震発生前に間欠泉の周期が減少しており，地震発生の前兆現象の可能性
がある．12) 能登半島地震では約 70 日前から間欠泉の周期が約 50 分減少し，滞水層の圧力変化Δ
P=+10kPaに相当する，地震前のもとの周期に回復するまで 1年半かかっている．また，21)駿河
湾地震では約 25日前から約 65分まで減少している，滞水層の圧力変化Δ P=+13kPaに相当する．
割石温泉から直線距離で約 58km 離れた御嶽山が，2014年 9月 27日 11:53に噴火した．図 1.15

と図 1.16の湯量と間欠泉周期の観測結果では，噴火にともなう温泉の変動は観測されなかった．そ
こで，温泉に含まれるガス量の目安として，間欠泉と間欠泉の間のガス噴出にともなうスパイク状の
湯量変動に着目した．１ Hzの湯量観測値のとなりあう 1組の観測値を Fn と Fn+1として，湯量変
化量Δ F=｜ Fn+1-Fn｜がΔ F¿0.2(L/min)の条件を満たす湯量変動の個数を数えて，この値を間
欠泉のガス噴出量の目安となる間欠泉のスパイク個数と定義した．
図 1.17aは 2012年 1月から 2019年 1月までのスパイク個数を示す．7月７日から 8月 13日まで
は停電のために欠測した．図 1.17bは 2014年 4月から 2015年 12月までの図 3aの拡大図である．
2014年 6月 1日～7月 7日までの月曜日の温泉施設休館日を除く３０日間の間欠泉あたりのスパイ
ク個数は 0.56± 0.36個であったが，2014年 8月中旬からスパイク個数が増加して，噴火直前の 9

月 23-26日は 41.4± 0.9個まで増加した．9月 27日は 40.1個，9月 28日は 44.3個である．噴火後
スパイク個数は減少して，55)飛騨地震M3.4，57)長野県北部地震M6.7の発生によって元の個数に
戻った．以上の観測結果から，温泉に含まれるガス量は，2014年 8月中頃から徐々に増加して，噴
火の直後から減少して元に戻ったと考えられる．
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図 2.2: Mw に対する ER/Mo．赤が本研究で求めた 2 つの
イベント．他は，Baltay et al. (2011)による ER/Mo（◯:

2008 年岩手宮城内陸地震，□: 2004 年中越地震，◇: 2007

年中越沖地震, ▽: 釜石沖の地震）．

波数帯外になる観測点，推定された 2つ
の fcapp が対数で 0.2 未満（2 つの fcapp

が分離できていない）観測点は，解の安
定を図るために除外した．推定された観
測点ごとのコーナー周波数（fcapp から，
単純平均によりコーナー周波数（fc）を推
定した．推定された fcから，地震波放射
エネルギー（ER）および RR/Moを推定
した．
日本国内で発生した内陸地震の

ER/Moについては，Baltay et al. (2011)

により解析が行われている．その結果と
本研究の結果を合わせて，図 2.2 に示し
た．これにより，本研究で扱った 2018年愛知県西部の地震の地震波放射エネルギーは，他の日本国
内で発生した内陸地震と同程度であることがわかった．ただし，本研究で推定した 2 つの地震は，
Mj4.5 の 2018 年愛知県西部の地震と，その前震ともいえる約 5 時間前に発生した Mj3.6 の地震で
ある．従来の地震波放射エネルギーの解析では，本震と余震を扱った事例が大半であるが，本研究よ
り，いわゆる前震であっても地震波放射エネルギーは，本震と同程度であることが示唆される．

2) 東海地域に沈み込むフィリピン海プレートスラブ内の地震活動
東濃地方は現在，地震活動が極めて低い．震度 3以上となる有感地震はせいぜい年に 1-1回しか観
測されない．それも周辺に密集する活断層で発生する地震でなく，この地域に沈み込むフィリピン海
プレートのスラブ，深度にして 40km前後で発生する地震である．この地震群の一つ，2011年 12月

図 2.3: 2012-2017年に東濃地方周辺で発生したM1.9以上の地震の発生メカニズムの分布図．気象庁による全
ての地震の震央も図に加える．
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年から 2007年の水準測量で 10mmの隆起が観測された (Nakamichi et al., 2008)．
c) 2014年噴火に伴う沈降
噴火前の変動は 2007年で測量が中断され明らかでないが，噴火後に行った測量から沈降が観測さ
れた (Murase et al.,2016)．
d) 2014年噴火前後の長期的な上下変動
噴火前の変動のみならず，活火山で如何にマグマや熱水の圧力源が推移するかを明らかにすること
は重要である．でも長期的に観測を継続することは困難である．そこで 10年以上の測量データが蓄
積した御嶽山において，2002年以降の測量結果を再検討した．
屋敷野路線における 2002-2015年間の変動を路線での累積した形で図 2.14に示す．屋敷野路線は

2014年の噴火まで，山頂火口に最も近い位置にあり，BM217で火口から 7.8kmに位置する．BM34

に対する各水準点の 2015 年までの上下変動である．噴火後の 2014 年には 2009 年に対して，沈降
し，最大の沈降は路線北西端の BM217で 25mmの沈降となる．そして 2002-2009年は隆起となり
BM217で 16mmに達していた．
変動パターンから隆起は継続的に進行し，隆起速度は BM217で年 2mmほどと考えられる．2009

年以降は BM205より北西側の路線の測量のみだが，それでも 2005年に対し B217では 2013年まで
着実に隆起していた．2009年以降でも 4mmの隆起を示す．
これまで 1 年ごとの測量期間を中心に上下変動を議論していたがため，指摘できなかったが，

2002-2009年までの 7年間に 15mmの隆起，固定点が異なり路線長が短くなるが 2004-2013年の 9

年間にに 10mmの隆起が進行していた．
これらを整理すると北西端の BM217 で約 20mm の隆起と推測できる．なお，噴火後の沈降は

25mmとなり，隆起量の方がやや小さい．木曽路線 (路線長 16km)では 2002年以降に 2014年噴火
前までに隆起は年間 1-2mm で継続し，2013 年までに 20mm に達し，噴火時に 25mm 沈降に転じ
た．これが結論の一つである．

図 2.14: 御嶽山東山麓に屋敷野路線における上下変動（2002-2015年）

28



東濃地震科学研究所　 2018年度事業報告 概要説明 II

図 2.15: GEONETで観測された三岳基準点の上下変動 (国土地理院の解析結果)

この年間 1-2mmの隆起を GNSSの観測で検討する．国土地理院が行う GEONETの観測結果を
図 2.15に示す．周辺の観測点からの三岳基点の変位を求め，その上下変動を 11日間の移動平均で示
す．図からも明かのように，水平成分と比較し大きな観測誤差であり，年周変化も 1cmhほどに達す
る．このような大きな観測誤差にも係わらず，三岳基点は周辺の王滝上松萩原高根下呂木祖の各基点
に対して，年間 0.3-3.2mmの隆起を示す．三岳基点は屋敷野路線の北端に近接する．
以上から，御嶽山では 2004年以降に年間 1-2mmの隆起が 2014年噴火まで継続しており，これが
噴火準備過程の膨張を示唆すると考える．

図 2.16: 2017 年 6月の地震に伴って観測された上下変動と
その上下変動から推測される断層モデルの位置と形状

3) 2017年 6月 25日測量路線直下で発生
したM5.6地震の断層モデル
この M5 の地震については，周辺に

設置された GNSS 観測点で検出された
水平変動から断層モデルが検討され，東
西伸張の正断層が推定されている (伊藤
ら,2018)．正断層ならば、水準網で検出
された上下変動に基づき，断層の位置や
滑り量をより詳細に検討できると考え，
207 年 4 月 24-27 日と地震後の 9 月 10-

11に実施した測量結果で断層モデルの推
定を試みた．なお，9 月の測量は震源を
中心に路線の一部だけとなった．
BM16 を基準として屋敷野路線および
木曽温泉路線全般に隆起が観測され，最

29





!"#$



!"#$


